
【調査表２】みやざき子ども・子育て応援プランに係る個別成果指標の実績値等

（第2期プラン策定時） 短期目標値 実績値 短期目標 実績値 最終目標

(30年度) 令和４年度 令和４年度 令和５年度 令和５年度 令和６年度

1 合計特殊出生率（年） 福祉保健部 こども政策課 1.72 1.81 1.63 1.83 1.49 1.84

2 平均理想子ども数と平均予定子ども数の差（年度） 福祉保健部 こども政策課 0.24人 0.20人 0.23人 0.18人 0.19人 0.18人

（第2期プラン策定時） 目標値 実績値 短期目標 実績値 最終目標

(30年度) 令和４年度 令和４年度 令和５年度 令和５年度 令和6年度

1

ひなたの出逢い・子育て応援運動参加団体数
（旧：未来みやざき子育て県民運動推進協議会参加団
体数）

福祉保健部 こども政策課 360団体 400団体 453団体 ４７０団体 240団体 480団体

2 子育て応援サービスの店の登録店舗数 福祉保健部 こども政策課 1,407店舗 1,450店舗 1,573店舗 １，４６０店舗 1,624店舗 1,470店舗

3 通学路の歩道整備率 県土整備部 道路保全課 73.1% 74.3% 74.6% 74.6%
未確定

（R6.8予定）
74.9%

4 おもいやり駐車場制度協力施設数 福祉保健部 障がい福祉課 1,151施設 1,600施設 1,196施設 １，８００施設 1,207施設 2,000施設

5
子ども（中学生以下）に対する交通安全教室の実施回
数

警察本部 交通企画課 1,536回 1,450回 1,350回 １，４５０回 1,343回 1,450回

6 県立学校の外壁剥落防止実施率 教育委員会 財務福利課 74.3% 81.1% 81.0% 82.9% 80.2% 84.7%

7 市町村立小中学校の耐震化率 教育委員会 財務福利課 99.8% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

8 保育所・幼稚園・認定こども園の耐震化率 福祉保健部 こども政策課 87.5% 93.0% 94.1% 94.0% 未確定 95.0%

9 地域小規模児童養護施設の設置か所数 福祉保健部 こども家庭課 3か所 11か所 ７箇所 11か所 ８カ所 12か所

10 里親等委託率 福祉保健部 こども家庭課 13.4% 22.4% 10.2% 24.9% 11.5% 27.0%

11 自立援助ホームの設置か所数 福祉保健部 こども家庭課 1か所 2か所 4か所 ４か所 ３カ所 5か所

12 子ども家庭総合支援拠点の設置市町村数 福祉保健部 こども家庭課 2市町村 26市町村 22市町村 26市町村 24市町村 26市町村

13
医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコー
ディネーターの配置人数

福祉保健部 障がい福祉課 0 24人 10人 25人 12人 26人

14 障がい児を受け入れる放課後児童クラブ数 福祉保健部 こども政策課 114か所 135か所 138か所 １４０か所 １４４カ所 145か所

15 宮崎県は人権が尊重されていると思う人の割合 総合政策部 人権同和対策課 45.6% 50.0% 46.7% 51.1% 46.1% 52.2%

16
全国体力・運動能力、運動習慣等調査で全国水準以
上（Ｔ得点５０点以上）の項目の割合

教育委員会 スポーツ振興課 76.5% 80.0% 67.6% 80.0% 76.5% 85.0%

教育委員会 義務教育課 91.6% 91.9% 91.5% 92.0% 91.2% 92.1%

教育委員会 義務教育課 80.4% 80.7% 79.0% 80.8% 78.1% 80.9%

18

保育所・幼稚園・認定こども園の職員と小学校教諭等が
「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を共有して意
見交換や合同の研修会等を行っている幼児教育・保育
関係施設の割合

福祉保健部 こども政策課 54.0% 70.0% 68.2% 73.0% 75.0% 75.0%

19 「宮崎県こどもエコチャレンジ施設」認定件数 環境森林部 環境森林課 187施設 213施設 217施設 ２１９施設 221施設 225施設

参考 第2期プランの目標値

個　別　成　果　指　標 担当部局 担当課室

参考 第2期プランの目標値

17
公立小、中学校における授業が「よく分かる、まあまあ分
かる」児童生徒の割合

総　合　成　果　指　標 担当部局 担当課室

参考資料⑤



（第2期プラン策定時） 目標値 実績値 短期目標 実績値 最終目標

(30年度) 令和４年度 令和４年度 令和５年度 令和５年度 令和6年度

個　別　成　果　指　標 担当部局 担当課室

参考 第2期プランの目標値

20
食に関する指導の年間指導計画を策定し、食育に取り
組んでいる公立小中学校数の割合

教育委員会 スポーツ振興課 85.5% 100.0% 80.5% 100.0% 82.1% 100.0%

21 みやざき結婚サポートセンターにおける成婚数 福祉保健部 こども政策課 61組 129組 136組 １４６組 148組 163組

22
周産期死亡率（出生数に妊娠満２２週以降の死産数を
加えたものの千対）

福祉保健部 健康増進課 2.7ポイント 2.4ポイント 2.8ポイント 2.3ポイント
未確定
（R6.9）

2.2ポイント

23 乳児死亡率（出生数千対） 福祉保健部 健康増進課 2.5ポイント 2.0ポイント 1.8ポイント 1.9ポイント
未確定
（R6.9）

1.8ポイント

24 子育て世代包括支援センターの設置市町村数 福祉保健部 健康増進課 9市町村 26市町村 26市町村 26市町村 26市町村 26市町村

25
子育てに関する不安感や負担感を感じている県民の割
合

福祉保健部 こども政策課 62.3% 55.0% 42.6% 30.0% 35.2% 30.0%

26 1歳６ヶ月児健康診査受診率 福祉保健部 健康増進課
96.2%

（29年度）
96.7% 91.6% 96.9%

未確定
（R7.3）

97.2%

27 ３歳児健康診査受診率 福祉保健部 健康増進課
95.5%

（29年度）
96.0% 93.7% 96.2%

未確定
（R7.3）

97.0%

28 むし歯のない３歳児の割合 福祉保健部 健康増進課 81.1% 87.5% 84.8% 90.0%
未確定
（R7.3）

90.0%

29 １０歳代の人工妊娠中絶率（女子総人口千対） 福祉保健部 健康増進課 6.2ポイント 4.3 4.4 4.1
未確定
（R7.1）

4.0

30
「宮崎県における青少年の健全な育成に関する条例」
の県民の認知度

福祉保健部 こども家庭課 43.8% 50.0% 44.4% 50.0% 44.9% 50.0%

31 「仕事と生活の両立応援宣言企業」の登録数
商 工 観 光 労
働部

雇用労働政策課 1,145件 1,500件 1,508件 1,588件 1,616件 1,676件

32 育児休業取得率（男性・女性）
商 工 観 光 労
働部

雇用労働政策課
男性　5.6%
女性  82.7%

男性
13.0%
女性
100%

男性
25.8%
女性
98.4%

男性 22.5%
女性  100%

男性36.4％
女性98.5％

男性 25.0%
女性  100%

33
「男は仕事、女は家庭」というような固定的性別役割分
担意識にとらわれない県民の割合

総合政策部
生 活 ・ 協 働 ・ 男
女参画課

56.1% 65.9% 64.7% 67.1% 63.6% 68.3%

34 みやざき女性の活躍推進会議会員企業数 総合政策部
生 活 ・ 協 働 ・ 男
女参画課

316企業 410企業 365企業 ４３０企業 374企業 450企業

35 農業経営に係る家族経営協定数 農政水産部
担い手農地対策
課

2,046戸 2,290戸 2,224戸 2,360戸
未確定
（R6.12）

2,430戸

36
子どもが規則正しく生活できていると感じる保護者の割
合

教育委員会 生涯学習課
91.2%

（H27～H30
平均）

95.0% 93.7% 95.0% 93.2% 95.0%

37
安心して子どもを生むことができ、子育てを楽しいと感じ
られる県だと思う人の割合

福祉保健部 こども政策課 － - 66.6% 80.0% 73.9% 82.0%

38 認定こども園数 福祉保健部 こども政策課 179園 220園 214園 225園 225園 230園

39 保育所等の待機児童数 福祉保健部 こども政策課 63人 ０人 ０人 ０人 ０人 0人

40

放課後児童クラブ及び放課後子供教室関係者を対象と
した資質向上や情報共有のための研修の実施回数（累
計）

福祉保健部 こども政策課 0回 18回 18回 ２４回 28回 30回

41
公立学校における児童生徒１０００人当たりの暴力行為
発生件数

教育委員会 人権同和教育課 1.6件 0.8件
未確定
（R5.10）

０．８件
未確定
（R６.10）

0.8件

42 ティーム・ティーチングによる非行防止教室の開催回数 警察本部 生活安全少年課 289回 250回 249回 ２５０回 286回 250回


